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新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応について 

 

国土交通省から、標記について以下のとおり周知依頼がありましたので、お知らせします。  

 

事 務 連 絡 

令和２年４月８日 

主な民間発注者団体の長 殿 

 

国土交通省土地・建設産業局建設業課長 

 

新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応について 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等に伴う工期の見直しや請負代金額の変更、

施工の継続が困難な場合の一時中止の対応等については、「施工中の工事における新型コロ

ナウイルス感染症の罹患に伴う対応について」（令和２年２月２５日付け国土入企第５２ 

号）等により、地方公共団体等あてに通知するとともに、貴団体など民間発注者団体等あ

てにも参考送付させていただいたところです。 

令和２年４月７日、内閣総理大臣より新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊

急事態宣言がされたことを踏まえ、施工中の工事等における一時中止措置等の対応や、新

型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等について、別添１のとおり地方公共団体あてに

通知するとともに、別添２のとおり建設業者団体等あてに事務連絡を送付しておりますの

で、参考まで送付いたします。 

なお、今回の新型コロナウイルス感染症の影響に伴う資機材等の調達困難や感染者の発

生等については、受発注者の故意又は過失により施工できなくなる場合を除き、建設工事

標準請負契約約款における「不可抗力」に該当するものと考えられます。この場合、受注

者は、発注者に工期の延長を請求できるとともに、増加する費用については発注者と受注

者が協議をして決めることとされておりますので、貴団体傘下の企業が発注する工事にお

かれましても適切な対応が図られるよう、よろしくお取り計らい願います。 

※別添資料は全住協ホームページに掲載。 

［ＵＲＬ］http://www.zenjukyo.jp/new_info/gyosei/data/200414COVID-19-sekou.pdf 

以 上 


